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第 66 回 所得が中位以上の家庭から保育園に通うと知的発達が抑えられます――イタ
リア・ボローニャ市の場合 
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高まる保育ニーズ 
 

政府が「すべての女性が輝く社会」を目指しているなか、「保育園落ちた、日本死ね」と
ブログに投稿し、保育のために退職する羽目になった女性のことが国会で取り上げられた
のは 2016 年 2 月末。7 年経って「待機児童」数は劇的に減ったが、一部地域では 0－2 歳
児を中心に「待機児童」が数多くいる 1。今でも保護者はどうすれば保育園に入ることがで
きるかを考えて保活をしている。もちろん、保育園に通うことが家庭にとって最善の選択と
考えていることだろう。こうした選択は男女の労働参加が進む国では増えている。OECD 各
国の保育園就園率は上昇傾向にあり、日本でも 0－2 歳児は 16.2％（2005）→ 32.6％（2018）
となった。 

でも、保育園に通うと知的発達が妨げられるかもと言われたら、保活中の保護者はたじろ
ぐのではないだろうか。今回紹介する研究の著者たちは、イタリア・ボローニャ市のすべて
の公立保育園のデータを使い、0－2 歳児での保育園通園が家庭保育に比べて知的能力（8－
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14 歳時点）に与える効果を推計した。すると、保育園に応募した家庭のうち、所得上位半
分の家庭の子どもは、通園によって家庭保育よりも知的能力が減ることが判明した。所得下
位半分の子どもには負の影響はなかった。著者たちは、所得上位半分の家庭では家庭保育の
質が良好であるため、保育園保育の質は相対的に見劣りし、通園が子どもの知的発達にとっ
て損失となる、と解釈している 2。 
 
データ 
 

著者たちはボローニャ市から 2001－2005 年に保育園の 0－2 歳児クラスに応募した全員
のリストと応募書類に記載された情報、そして、各園の入園者と通園日数を入手している。
これにより、誰がどの園をどの順番で希望し、どの園から入園許可が出て、どの園に何日通
ったかが分かる。応募書類には住所、学歴、年収、就労状況を示すので、各家庭の社会経済
背景や通園距離も分かる。これらに加え、著者たちは 2013－2015 年に応募者に調査への招
待状を送り、知的能力を計測した。応募者リストには 6575 世帯 9667 人の子どもが記載さ
れており、うち、招待状送付は効果推計に適した（後述）1383 世帯、調査応諾は 444 世帯
であった。知的能力は IQ に加え、ビッグ 5 と呼ばれる 5 因子（開放性、誠実性、外向性、
協調性、神経症傾向）を計測した。 
 
入園選考方法と推計方法 
 

ボローニャ市の入園選考方法は日本の自治体における選考方法と似ている。入園希望者
は障害の有無などのカテゴリによって優先順が決められる。本研究では両親が就労中のカ
テゴリのデータを用いている。この両親就労カテゴリにおいて、子どもは経済的余裕を示す
FA 指数（family affluence index、所得などから計算）によって順位付けされる。一方、保護
者は優先順位を付けた希望園リストを自治体に提出し、自治体は集計して各園について入
園を許可する FA 指数の上限値（入園カットオフ値）を決める 3。 

保護者には入園カットオフ値を予想できない。保護者からすれば、入園カットオフ値はラ
ンダムである。言い換えれば、入園カットオフ値の周辺では、自分が入園カットオフ値より
も下にいる（入れる）か上にいる（入れない）かはランダムなので、入園許可があたかもラ
ンダムに割り振られていると見なせる。つまり、入園カットオフ値の周辺で局地的に入園許
可実験をしているようなものだ。このような状況で入園が可能になったときに子どもの知
的発達に変化があるとすれば、入園によって知的発達が変化したという因果関係として特
定できる。 

入園カットオフ値の周辺だけに限定して推計するこの方法は、回帰不連続デザイン
（regression discontinuity design: RDD）の局地ランダム化（local randomization）という
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4。著者たちは入園カットオフ値がランダムであることを注意深く検証し、カットオフ値が
前年値とほぼ無相関であることや、カットオフ値を正確に予測して家計が所得を減らした
りする操作をすると発生する FA 指数特定値への家計数の集中がないことなどを確認して
いる。その上で入園許可は入園カットオフ値の周辺でランダムと判断し、著者たちは 10 年
以上経ってからカットオフ値の周辺の入園希望者 1383 世帯に調査招待状を送り、入園許可
者と入園非許可者の知的能力平均値の差を入園許可の効果（治療意図による効果、intention-
to-treat effect）として示している。 
 
推計結果 
 

調査招待に応じた 444 名の元入園希望者は保育園に通うと IQ が 4.8％、開放性が 8％、
協調性が 6.8％減り、神経症傾向が 5.1％増えた。ジェンダー差が顕著で、この結果は主に
女子に与えた効果を反映したものであり、男子に与えた効果は統計学的にゼロであった。著
者たちは女児の知的発達が男児よりも早いという先行研究を根拠に、相対的に質の低い保
育の影響は発達がより先鋭な女児に多く現れたのではと解釈している。 
 
先行研究との対比 
 

発達心理学では、保育園は知的発達に負の影響があると以前から指摘されていた（Belsky 
and Steinberg 1978; Belsky 1988, 2001）。家庭保育の質が子どもの知的発達に正の影響があ
ることも指摘されてきた（Hart and Risley 1995; Rowe and Goldin-Meadow 2009; Cartmill 
et al. 2013; Gunderson et al. 2013）。よって、本論文で示されたショッキングな負の効果も、
実は驚くには当たらない。一方、経済学分野では保育園通園が知的発達に対して正の効果が
あったとする推計もある。ノルウェイ（Drange and Havnes 2019）、ドイツ（Felfe and Lalive 
2018）、日本（Yamaguchi, Asai and Kambayashi 2018）を扱った研究である。ただし、経済
学分野でもカナダを対象に負の効果（Baker, Gruber and Milligan 2008）を見出しており、
効果は正負混在している。 

カナダ（Kottelenberg and Lehrer 2017）や日本の研究では、経済的に困窮している家庭
の園児には正の効果があったとも指摘されており、この点は負の効果が所得の高い層に限
定されていた本論文と整合的である。推計結果を家庭保育の質の高低で理解する本論文の
解釈も、家庭の富裕度で効果の違いを見出した先行研究と整合的である。 
 
なぜか――メカニズム 
 

保育園への通園で知的発達が抑えられるのは、信頼する大人との質の高い一対一の接触
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が減るから、と著者たちは解釈している。保育園で子どもと大人は多対一で接触する。大人
は、学んでいることが対象特殊か一般性を持つか簡単に教えることができる。子どもが大人
を信頼していると、子どもは素直にその教えを受け取り、対象特殊か一般性を持つか試行錯
誤せずに済むので学びの効率が良い、という説である（Csibra and Gergely 2009; 2011）。こ
れが正しいとすれば、1. 一対一の接触が多く、2. その質が高く、3. 子どもが大人を信頼し
ているときには、知的能力が発達しやすい。逆に、保育園に行くことで 3 つの条件のうち 1
つでも欠ければ、子どもの知的発達は抑えられる。 

信頼できる大人との質の高い一対一接触というメカニズムが背後にあることを直接示す
証拠は本論文にない。しかし、正の効果が計測されたノルウェイ、ドイツ、日本の園児／保
育士の比率は 0 歳児で 3：1 であり、イタリアの 4：1 よりも少ない。1 歳児以降はノルウェ
イとドイツは 3：1 に留まる一方、日本では 1－2 歳児クラスは 6：1、3 歳児クラスは 20：
1、イタリアは 1－2 歳児クラスが 6：1 なので、日本は例外として、保育園通園の知的発達
に与える正の効果が示された国では一対一の接触が多い 5。そして、所得の低い家庭ほど保
育園の負の効果が観察されないことは、保育園保育は低所得の家庭保育よりも質が低くな
いという想定と整合的である。3. の大人を信頼しているかどうかは傍証すらないので未確
認である。 

信頼できる大人との質の高い一対一接触にはある程度の根拠がある一方、今まで論者が
示してきた他のメカニズムはいずれも弱点があって、今回の結果を説明するのは難しいこ
とを著者たちは示している。列挙すると、 
 保育園での感染症罹患（なぜ女児だけ負の影響か？） 
 通園すると保護者が育児に関心を持たなくなる（なぜ女児だけ負の影響か？） 
 母親との接触の減少（なぜ女児だけ負の影響か？ ボローニャのデータで家庭保育

者は母親以外が半分程度なので、家庭保育でも母親に接していない子どもは多い） 
 保育園で男児が多いと活発ゆえに女児への世話が薄まる（園児性比率を推計で考慮

しても結果に変化なし） 
 母乳育児が減るから（母乳育児は保育園利用日数と相関なし） 

である。 
著者たちの解釈は、現状では反駁されていない数少ないメカニズムの 1 つである。ただ

し、国ごとに制度や保育士配置数以外の保育内容が異なり、さらに、各研究で推計方法・識
別仮定の信頼性も異なるため、知的発達への効果推計結果にこれらの差違が影響している
可能性もある。文献全体のまとめとして主な原因を保育士配置数に帰して良いのか、慎重に
なるべきかもしれない。また、保育園は家庭にはない社会経験を得られる長所があるのに、
開放性や協調性などの社会性に関わる知的能力の発達が家庭保育より劣るという結果は意
外である。今後、なぜそうなるかを示す保育内容などにも踏み込んだ研究が待たれる。 
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途上国への示唆 
 

人的資本投資が個人だけでなく国を豊かにする決定打だとすれば、本研究は保育園が整
備されていない途上国にも示唆がある。たとえば、インドでは農村にも保育園機能を持たせ
るようになったが、筆者が 10 年以上前に垣間見たのは、狭い屋内に小さい子どもが多数収
容され、保育者の老婆が子どもに対し棒を使って躾ている姿だった。もちろん、現在の代表
的な保育風景と言うつもりはないが、中等以降の教育、英語による教育、STEM 教育が強調
されるなか、今でも乳幼児保育の優先順位が低いのは変わっていない。保育施設や保育士の
能力の貧弱さはそれを物語っている。もしも、認知能力（IQ）と非認知能力（ビッグ 5 な
ど）を高めたいのであれば、中等以上の教育よりも、保育園の質を高めることに予算を使う
方が容易で社会的収益率も高いかもしれない。若年人口が多い途上国こそ、本研究と同じ視
角での知見の積み上げが望まれる。■ 
 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意
見を示すものではありません。 
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注 
1 厚労省の「待機児童」数の算出方法に問題があり、入園可能性が上がると「待機児童」数
は増えるため、受け入れ可能児童数が増加しても「待機児童」数が必ずしも減らないことは
よく知られている。 
2 公立保育園に行かない子どもは家庭保育ではなく私立保育園に行っているかもしれない。
しかし、ボローニャは公立保育園の質が高いと見なされているために、私立保育園は僅かし
か存在していない、と著者たちは述べている。 
3 日本の自治体で見られるように、兄や姉が通園していると入園許可を得やすい、というこ
とはないので、入園許可が育児負担の高い家庭に集中して知的発達に影響する、という可能
性はない。 
4 最も頻用される局地線形回帰を使う RDD と違い、局地ランダム化はカットオフ値の前後
でスコア（FA 指数）と介入後の結果（入園後の知的能力）に相関がない、つまり、自己選
抜がないという仮定が追加して必要である（Cattaneo and Titiunik 2022）。 
5 Yamaguchi, Asai and Kambayashi（2018）は保育士配置基準が 6：1 である 2.5 歳時点で
の保育園通園の効果に着目し、自治体の保育カバー率（受け入れ可能人数／該当年齢人口）
と親の教育年数との交差項を操作変数として推計、サンプル全体で言語能力への正の効果
を計測している。なお、ボローニャ市内での保育士配置数の違いやその効果を観察すること
は難しい。なぜならば、多くの園で配置基準ぎりぎりで遵守していて、各園で違いがあまり
ない可能性が高いためである。仮に、各園の保育士配置数に十分な差があったとしても、知
的発達には園の運営方針という観察できない要因も影響し、同時に運営方針は保育士配置
数にも影響するので、質の高い運営方針の園は知的発達も高く保育士配置数も多くなる。こ
のとき、「保育士配置数と知的発達の関係」には運営方針も影響しているため、「保育士配置
数が知的発達に与える効果の因果関係」と解釈することはできない。 
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